
I. は じ め に

東日本大震災からの農地・農業用施設等の復旧復興

に当たり，農業土木分野については，全国知事会から

の依頼に基づき，農林水産省農村振興局が派遣元の都

道府県から派遣先の岩手県，宮城県，福島県（以下，

「被災3県」という）への派遣の調整を実施するととも

に，福島県の依頼に基づき，地方農政局等（以下，「国」

という）の職員を福島県内の8市町に派遣し，直接支

援を実施している。

東日本大震災から 4 年が経過した平成 26 年度まで

の実績を取りまとめるとともに，人的支援に関する評

価や課題について分析を行い，今後のより効果的・効

率的な派遣スキーム構築への提言を取りまとめる。

II. 人的支援の実績

1. 都道府県職員の派遣実績

（1） 派遣スキームの概要 都道府県職員の派遣に

ついては，地方自治法第 252 条の 17 に基づき職員の

派遣（以下，「自治法派遣」という）を行っており，派

遣元と派遣先の地方公共団体が協定を結び，職員の派

遣を行うものであり，派遣職員は派遣元と派遣先の地

方公共団体の身分を併せ持ち，人件費や旅費等の負担

は，派遣先の地方公共団体とされている。派遣期間

は，6カ月〜1年程度が多い。

（2） 派遣実績 派遣元の都道府県から被災 3 県へ

派遣した平成 23〜26 年度実績および平成 27 年度見

込みを表-1に示す。

（3） 派遣者の業務内容 農地・農業用施設等の復

旧復興工事に係る災害査定設計書の作成，申請前

チェック，災害査定に伴う事務処理，工事の設計・積

算，工事管理，地元調整および他機関調整，用地補償，

換地等に関する業務について，派遣先職員としての権

限を持ち，執行する。

2. 国職員の派遣実績

（1） 派遣スキームの概要 国職員については，派

遣元の出張命令により派遣（以下，「出張派遣」とい

う）されており，派遣職員は派遣元職員の身分を有し

たまま，派遣先の業務支援を実施する。人件費や旅費

等の負担は，派遣元となっている。派遣期間は 1〜2

カ月程度が多い。

（2） 派遣実績 派遣元の国から被災 3 県および福

島県内の 8 市町へ派遣した平成 23〜26 年度実績およ

び平成 27 年度見込みを表-2に示す。平成 23 年度は

緊急的な対応として，被災3県および福島県内の市町

へ派遣したが，平成 24 年度以降も福島県内の市町か

らの強い要請を踏まえ，派遣を行っている。

なお，平成 27 年度は，福島県内で要請のあった 6

市町へ派遣する見込みである。

表-2 国職員※1の被災 3県への派遣実績

年度 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 ※ 2

岩手県 17 人月

宮城県 11 人月

福島県 64 人月 216 人月 250 人月 216 人月 216 人月

（うち市町）（39 人月）（216 人月）（250 人月）（216 人月）（216 人月）

合計 92 人月 216 人月 250 人月 216 人月 216 人月

※ 1 国の機関は，北海道開発局，全国の地方農政局，沖縄総合事務局で

ある。

※ 2 平成 27 年度は見込み。

（3） 派遣者の業務内容 農地・農業用施設等の復

旧復興工事に係る災害査定設計書の作成・申請前

チェック，災害査定に伴う事務処理，工事の設計・積

算，工事管理，地元調整および他機関調整，用地補償，

換地等に関する業務について，派遣元の国の組織とも
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表-1 都道府県職員の被災 3県への派遣実績

年度 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 ※ 1

岩手県 58 人月※ 2 216 人月 264 人月 264 人月 240 人月

宮城県 204 人月 754 人月 812 人月 744 人月 648 人月

福島県 144 人月 276 人月 283 人月 288 人月 264 人月

合計 406 人月 1,246 人月 1,359 人月 1,296 人月 1,152 人月

※ 1 平成 27 年度は見込み。

※ 2 人月とは，たとえば 1 人が 1 年間派遣された場合，1 人×12 カ月

＝12 人月として計上する。



連携し，派遣先の市町職員に対する技術面での支援に

加え，人手不足の著しい状況を踏まえ，派遣先職員に

代わって主体的に設計書の作成といった具体の業務を

担当している。

3. 被災3県の復旧復興状況

被災3県の農地・農業用施設等の復旧の進捗状況に

ついて表-3に示す。

農地や主要な排水機場および農地海岸の復旧の進捗

状況は，各県により多少の差はあるものの，平成 26

年度までの累計で全体としておおむね 80〜90％の進

捗率となっている。このほか，復興交付金を活用した

農地整備事業により，大区画圃場整備と防災集団移転

跡地等を含めた土地利用の整序を進めている1)。

III. 人的支援の評価および課題

1. アンケート調査の概要

被災地の復旧復興に当たり，今後，同様の災害が生

じた際に，農業土木技術者の派遣を通じた支援を，よ

り効果的かつ効率的に実施するために必要なデータ収

集を目的として，平成 27 年 1 月に派遣先および派遣

元を通じた一斉アンケート調査を実施した。

対象は，平成 27 年 1 月までに派遣された国および

都道府県の職員（1,415 名），派遣元の国（組織）およ

び 41 都道府県，ならびに被災 3 県および福島県内の

8市町とした。

2. アンケート結果と分析

（1） 派遣の成果 派遣職員個人の評価としては，

やりがいや意義を感じたとする者が 93％，業務面や

キャリア形成面で成果があったとする者が 87％と

なっている。その理由は，やりがいや意義について

は，①人材不足を補う貢献ができたこと，②復旧復興

に対する使命感を感じたこと等とされている。また，

業務面やキャリア形成面の成果については，①通常業

務で経験できない災害復旧事業に携わることができた

こと，②全国からの技術者との交流により，新たな人

脈・知識を得たこと等とされている。

派遣元の国および都道府県の評価としても，①派遣

職員にとって大変重要な経験となり，防災意識の向上

が見られたこと，②災害復旧に関する高度な技術力を

必要とする業務を経験することで，技術力の向上につ

ながったこと等を主な成果に挙げている。これらの成

果は，派遣者および派遣元の組織が同様の評価を行っ

ており，支援側としては一定の成果があったと評価さ

れている。

課題としては，①農業土木職員数が減少している

中，大規模かつ長期的な派遣が困難なこと，②派遣職

員の健康管理等を指摘している。

一方，被災3県および福島県内の8市町の評価とし

ては，人的支援により復旧復興の進捗が図られたこと

はもとより，①派遣職員の意欲的な姿勢が派遣先の職

員に対し良い影響を与えたこと，②派遣職員の有する

専門技術が派遣先の職員の技術習得につながったこと

等が挙げられた。

総じて言えば，派遣先の復旧復興の進捗が図られた

ことに加え，派遣職員と派遣先の職員の双方にとっ

て，技術力の向上や人脈の形成等の相乗的な成果が

あった。また一方で，各機関で農業土木技術者が減少

していることから，今後，同様の人的支援が困難とな

る懸念がある。

（2） 必要な技術 派遣職員個人が有効であったと

評価している経験については，工事監督（68％），積算

（68％），図面作成ソフトの操作（39％）等，工事実施

に直接関係し，外注できない業務を挙げている者が多

く，図面作成ソフトの操作を除き，派遣者の多くが経

験を有していることが分かる。また，通常，外注を行

う測量関係業務等のうち，土木工事関係の調査設計業

務の経験についても，48％の者が有効と回答している

ことから，工法の検討等において一定の技術力を有し

ていることが分かる。

一方，災害査定の経験については，32％の者が役

立ったと回答しているが，なくて困ったと回答した者

も 30％であり，有効な業務経験であるものの経験の

ある者が少ないことが分かる（図-1）。

派遣年度別に見ると，平成 23 年度においては災害

査定の経験が有効と回答する者が顕著であることを除

き，復旧復興のステージによる違いはない（表-4）。

総じて言えば，工事の発注，工事の実施に必要な業

務経験については，災害の復旧復興において有効な業

務経験であり，派遣されるほとんどの者が有している
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表-3 農地・農業用施設等の復旧進捗状況（平成 26

年度末まで累計）

農地※1 主要な排水機場※2 農地海岸※3

岩手県
450/680 ha

該当なし
10/10 地区

66％ 100％

宮城県
12,030/13,710 ha 64/67 カ所 74/97 地区

88％ 96％ 76％

福島県
1,630/2,760 ha 26/31 カ所 15/19 地区

59％ 84％ 79％

合計
14,110/17,150 ha 90/98 カ所 99/126 地区

82％ 92％ 79％

※ 1 農地：分子は営農再開が可能な面積。分母は被災農地面

積で転用面積は含まない。

また，福島県については，避難指示区域の面積は含まない

（平成 26 年 6 月時点）。

※ 2 主要な排水機場：分子は復旧完了または実施中の箇所数。

分母は復旧が必要な排水機場（平成 26 年 12 月時点）。

※ 3 農地海岸：分子は復旧完了または実施中の地区数。分母

は被災地区数（平成 26 年 12 月時点）。



状況であるが，特に災害発生直後に必要な災害査定に

ついては，有効な経験であるものの，経験者が少ない

ことが課題である。

（3） 業務環境 派遣職員個人の評価としては，働

きやすい組織体制を評価・課題とする者が 70％の状

況であり，派遣元と違った組織において効率よく業務

を進めるため，組織体制の整備に対する関心度が高い

ことが分かる。

業務ソフトとしては，積算システムが派遣元と同系

統であったことを評価する者が 52％，同系統でない

ことを課題とする者が 16％の状況である一方，同様

に図面作成ソフトが派遣元と同じであったことを評価

する者が 11％に対し，課題とした者が 32％の状況で

あり，積算システムは一定の統一が図られているが，

図面作成ソフトは統一されていないことが分かる。

また，自治法派遣者の評価としては，19％の者が監

督職員になれたこと，40％の者が派遣先の公用車を運

転できたことを挙げているが，出張派遣者は派遣先の

身分を有していないことから，これらへの対応ができ

ない等，派遣スキームに基づく業務上の制約があるこ

とも事実である。なお，出張派遣については，基本的

には，派遣元から公用車を持ち込むことにより，対応

を行っている（図-2）。

（4） 派遣スキーム

1） 自治法派遣

ア 派遣元の都道府県： 派遣元の都道府県に

おいては，①派遣先との協定により派遣職員の身

分を確認することで，費用負担，公務災害の取扱

い，勤務条件（給与や勤務時間）が明確となるこ

と，②派遣に対する必要性や具体の業務が理解さ

れやすく人事部局からの承認を得やすかったこ

と，③派遣元の組織において農業土木職員の貢献

度が強く認識されたこと等を評価している。

一方，ほとんどの都道府県が課題は特になかっ

たと回答したが，派遣までの内部調整に時間を要

するとの課題もあった。

イ 被災3県： 被災3県においては，協定に

よる確認はもとより，①即戦力の人材が確保でき

ること，②協定については年度ごとの締結である

が，年間を通じた派遣者計画が明確化すること等

を評価している。

一方，受入れ側として長期の単身赴任が基本と

なるため派遣職員の健康面・精神面のケアを重視

している。
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表-4 派遣年度別の技術面評価分析（人）

年度

（回答者数）

平成 23

（370）

平成 24

（384）

平成 25

（331）

平成 26

（330）

工事監督職員

の経験

役立った経験 203 265 244 249

なくて困った経験 0 2 2 3

災害査定の

経験

役立った経験 183 104 84 82

なくて困った経験 92 115 112 107

積算システム

の操作経験

役立った経験 214 277 230 236

なくて困った経験 20 24 30 31

図面作成ソフ

トの操作経験

役立った経験 106 147 144 152

なくて困った経験 45 57 48 57

土木工事関係

の調査設計業

務の経験

役立った経験 194 176 138 170

なくて困った経験 9 20 25 19

図-1 技術面評価の分析結果

※（ ）は派遣職員 1,415 人に占める回答者の割合。 図-2 業務環境面評価の分析結果

※（ ）は派遣職員 1,415 人に占める回答者の割合。



2） 出張派遣

ア 派遣元の国： 出張派遣では，派遣元の組

織に業務を抱えつつ，出張命令により派遣される

ことから，通常，短期間での派遣となるが，派遣

元の国においては，①派遣職員の調整を実施しや

すいこと，②人事発令を伴わないことから，機動

的な対応が可能であること，③多くの職員が被災

地支援を経験できること等が評価されている。

一方，課題として，①身分上，監督職員になれ

ないこと等の出張派遣スキームに内包される課題

に加え，②比較的短期間であり，業務引継に十分

な期間を取れないこと等が挙げられた。

イ 派遣先の福島県内の8市町： 農業土木の

技術を有する職員数が非常に限られている市町に

とって，①専門的な技術力を有する派遣職員を一

定数確保できたこと，②国の職員による災害査定

経験に基づく指導等が評価されている。

（5） 派遣期間 派遣職員のアンケート調査結果を

派遣期間別にみると，派遣期間が 6 カ月以上となる

と，大いに意義を感じた者が増加する。また，同様に

業務面やキャリア形成面で大いに成果があった者も 6

カ月以上で増加する（図-3，4）。また，派遣先の被災

3県および福島県内の8市町の評価としては派遣期間

の長短は，①地元関係者と信頼関係を構築すること，

②生活や業務に慣れて円滑に業務を進めていくこと等

に影響があり，比較的長期の派遣では有効とされ，短

期の派遣では課題とされている。

一方，自治法派遣と出張派遣との比較においては，

派遣期間に対しての評価する観点が違い，それぞれ，

メリット・デメリットがあるが，長期の派遣となる場

合，派遣職員の調整について課題はあるものの，地元

関係者と信頼関係の面からは，より長期の派遣が望ま

しく，また，派遣職員のやりがいや意義，業務面や

キャリア面の成果の観点からは，6カ月以上の派遣期

間を設定することが，効率的である。

（6） 農林水産省による全国調整スキーム 派遣元

の都道府県においては，①各都道府県の状況を踏まえ

た客観的かつ公平な調整が迅速に実施されたこと，②

農林水産省が全国知事会とも連携した結果，人事部局

から理解を得やすかったこと，③自治法派遣に関する

派遣元・派遣先の業務量を軽減できたこと等が評価さ

れている。また，被災3県においても，①自治法派遣

に関する調整業務の大幅な軽減，②自治法派遣にも農

林水産省が関与することによる安心感の醸成等が評価

されている。

一方，課題は特になしとする意見が大宗であり，全

国知事会と連携した自治法派遣の調整スキームについ

てはおおむね機能していると評価されている。

IV. 提 案

以上の分析結果を踏まえ以下について提案する。

（1） 次世代への継承について 今後，災害復旧等

で被災地支援が必要となる場合に備え，それぞれの機

関において，人的支援に関する実績，成果，課題等を
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図-3 派遣期間別分析結果（やりがい・意義）

図-4 派遣期間別分析結果（業務面・キャリア形成面の成果）



取りまとめ，次世代に引き継ぐことが必要ではない

か。

（2） 派遣スキームについて 派遣スキームは大別

すると，自治法派遣と出張派遣があり，双方に特性が

ある。その特性を活かし，災害発生後から本格復旧復

興に至るステージを踏まえ，災害直後の被災状況調査

等の初動や，災害査定設計書作成の指導等の業務にお

いては，出張派遣で対応することが機動的である。一

方，具体の作業量，復旧復興工程が明確化され，受入

れ体制が整備された後は，自治法派遣がより効果的で

あり，派遣スキームを適切に組み合わせ対応すること

が望ましい。

（3） 派遣職員について 被災地で必要とされる技

術力や業務経験を持った職員を派遣するためには，工

事発注等の通常業務のレベルを上げることはもとよ

り，災害査定や関係機関協議についても，研修等によ

り職員個々の技術力向上を図るべきではないか。特

に，災害査定の経験は重要であり，災害査定に若手職

員を帯同させ，経験を積ませることも一案である。

（4） 都道府県間の交流について 災害時における

人的支援を含めた地方公共団体相互の協定についての

確認や，定期的な都道府県レベルでの情報交換を行う

とともに，恒常的な人的交流等，平時からの対応が効

果的と考えられる。

（5） システムの共有化について ①積算システム

や図面作成システムの共通化の推進，②水土里情報の

活用による情報の共有化等についても効率的な業務執

行のために重要である。

（6） その他 派遣元からは，長期的な復旧復興の

見通しを提示することが困難なことは理解しつつも，

数年間を見据えた派遣期間の見通しの提示を要望する

声がある等，派遣先としては可能な限り，長期的な復

旧復興の工程を提示しつつ，必要な支援内容を説明す

ることが望ましいのではないか。

V. お わ り に

間もなく，政府の集中復興期間（平成23〜27 年度）

の最終年度に入ろうとしている。一方で，被災3県の

復旧復興はいまだ道半ばという状況にある。こうした

状況を踏まえ，平成 27 年度においても引き続き都道

府県の協力を得て，必要な人的支援が行われるところ

である。

各機関において，農業土木技術者が減少する状況の

中で，復旧復興にご協力いただいている全国の農業土

木関係者の皆様に対し，誌上をお借りして感謝申し上

げる。

なお，本報の内容は執筆者個人の見解であり，農林

水産省の公式見解を示すものではない。
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